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1985年 1988  1991  1994  1997  2000  2003  2006  2009  2012
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
相 対 的 貧 困 率 12.0  13.2  13.5  13.7  14.6  15.3  14.9  15.7  16.0  16.1
子 ど も の 貧 困 率 10.9  12.9  12.8  12.1  13.4  14.5  13.7  14.2  15.7  16.3
子どもがいる現役世帯 10.3  11.9  11.7  11.2  12.2  13.1  12.5  12.2  14.6  15.1
大 人 が 一 人 54.5  51.4  50.1  53.2  63.1  58.2  58.7  54.3  50.8  54.6
大 人 が 二 人 以 上 9.6  11.1  10.8  10.2  10.8  11.5  10.5  10.2  12.7  12.4
名目値
万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円 万円
中 央 値（a） 216  227  270  289  297  274  260  254  250  244
貧 困 線（a/2） 108  114  135  144  149  137  130  127  125  122
実質値（1985年基準）
中 央 値（b） 216  226  246  255  259  240  233  228  224  221
貧 困 線（b/2） 108  113  123  127  130  120  116  114  112  111
注： 1)1994年の数値は、兵庫県を除いたものである。
2)貧困率は、OECDの作成基準に基づいて算出している。








































































内 職 者 181,000
家族従業者 1,341,500











そ の 他 1,185,400
出所：厚生労働省『平成 25年賃金構造基本統計調査（全国）
結果の概況』第 11表、より作成。














































金 融 資 産
計 外貨準備 株式時価総額 債券発行残高 銀行資産
金融資産
対GDP比(％)
世 界 合 計 72,216  268,585  11,404  52,495  99,134  116,956  372
欧 州 15,515  82,218  498  9,732  29,457  43,029  530
フ ラ ン ス 2,614  15,619  54  1,663  4,530  9,427  598
ド イ ツ 3,430  10,890  67  1,567  4,355  4,968  318
イ ギ リ ス 2,477  19,912  89  3,416  5,778  10,718  804
ア メ リ カ 16,245  67,069  139  16,856  35,155  15,058  413
日 本 5,960  32,397  1,227  3,639  14,592  14,166  544
アジアNIEs  2,144  13,105  1,303  5,944  2,318  4,844  611
新 興 国 26,975  50,666  7,384  11,196  10,871  28,599  188















































































































































1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年
日 本 61.4  76.0  137.1  177.3  193.3  232.5
イ タ リ ア 105.4  125.2  121.6  120.0  131.1  147.4
フ ラ ン ス 40.2  60.1  65.0  76.1  95.7  116.1
ド イ ツ 43.2  60.5  59.9  71.1  86.2  79.8
ア メ リ カ 55.3  62.2  58.1  62.2  94.6  106.5
イ ギ リ ス 39.1  58.9  45.7  46.6  81.7  103.1
資料：OECD Economic Outlook database各年版、より作成。



































































































































































































































































トップ 10は、1位アメリカ 16兆 7,680億ドル、2位
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